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　わが国を含む先進6力国の乳児死亡と妊産婦死亡に関する相対的な推移を20年間にわたって検討し・母性保健対策

のうえでの留意点について考察した。妊産婦死亡率の値そのものは、日本が他の先進国より常に高い傾向にあったが、

乳児死亡率に対する妊産婦死亡率の相対的な減少は、先進6力国において余り差がみられなかった。妊産婦死亡は減

多に経験されない稀なものであるだけに、いざ起こりそうなときの対応に習熟しておくことは極めて困難である・妊

産婦死亡の死因は、桧塞や出血が主であることが内外において知られており、産科的な救急体制の整傭や技術の維持・

血液の供給確保などが対策としてあげられている。

見出し語＝　妊産婦死亡率、　乳児死亡率、　産科救急、　国際比較

Anlntemationa1ComparativeStudyontheDeclineinMatema1甦orしahしyrelativetoInfan樋ortality
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Noriko　K八丁0，　Tadaaki　KATO，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Sadao　HORIGUCHI，　Takehiro　A酸INO

　　20－year－trendsofinfant皿Qrtahtyandmatemalmortalitywerestudie“n6industria夏ized

cQuntriesandtheprobLemsofmaternalhealthc＆rewered正scussed。1πJapanm＆terna虹mortalityratio

wascQnstanUyhighert㎞anもthercQuntries，butrelativedecreasew＆sasfastasQtherssince1966・

Hatemaldeathsareveryrarecases，s・三tisverydifficulttobeused亀・dealwithsuchcases・Asit

isalreadyweUknownthatcausesaremainlyembolismandbleeding，suchpo正ntsasobstetric

emergencycQverage，ma正ntenanceofskills，andsupPliesofb旦oodarec・nsideredtQhave切bechecked・

KeyWords：maternalmortaLityratio， infantmortahtyrate，obstetricemergency・1nternalcomparison

研究目的

　我が国の母子保健水準は著しく向上し、乳児死亡率は

世界最低となっているが、反面妊産婦死亡率は先進国の

なかではやや高いほうであることが知られている。妊産

婦死亡率の改善策は、厚生省児童家庭局長の私的懇談会

である「これからの母子医療に関する検討会」の検討課

題にも挙げられている。本報告では、先進6力国におけ

る妊産婦死亡率と乳児死亡率の推移の関迎を調べ、対策

への手がかりに関して考察したい。

研究方法

　これらをもとに、先進6力国（日本、フィンランド、

イングランド・ウェールズ、フランス、米国、スウェー

デン）につき、5年ごとに乳児死亡率、妊産婦死亡率を

拾いあげ、乳児死亡率の対数を横軸に、妊産婦死亡率の

対数を縦軸に国ごとに別のマークでプロットし、それぞ

れを折れ線で結んだ。軸の選定は、乳児死亡率の割に妊

産婦死亡率が高いか低いかを示すためでありまた数十年

に及ぶ年次推移を同時に図示するためである。このよう

にして作成したグラフより、両者の推移の関迎について

読み取り、背景となる要因等について考えた。

結　　果

　統計資料としては、国内資料は母子保健の主なる統計

D（現出典は厚生省人口動態統計）、国外資料は国際連

合のDemographic　YearbQok　1975年～1988年を用いた。

同資料で妊産婦死亡率を最も古くまで辿れる範囲である。

　乳児死亡率と妊産婦死亡率の相互の推移の関連を示す

グラフを図1に示す。各国の折れ線によってつながった

5つのマークは1966・1970・1975・1980，1985のそれぞれの

年次を示す。日本の1966年までの破線部は、それ以降の
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図1．乳児死亡率と妊産婦死亡率の推移の相対的関係
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実線部より勾配が穏やかである．乳児死亡率の減少に比

べての相対的な妊産婦死亡率の減少は、1966年以前より

も1966年以降の方が急である。

　1966年以降の勾配は・先進諸外国に関してもほぼ類似

していた。乳児死亡率に対する妊産婦死亡率の相対的な

減少の度合いに関しては、6力国の間に大きな差異はな

いという事である。日本の妊産婦死亡率は一貫して先進

諸国より高いが、減少の度合いには余リ差がない。フラ

ンスは日本ほどではないが他の4力国に比べると一貫し

てやや妊産婦死亡率が高かった 。フィンランド、イング

ランド・ウェールズにおいては、妊産婦死亡率は1966年

はやや高めで、1970年までに激減していた。

考　　察

　日本の妊産婦死亡率の減少の速さは先進諸国と変わら

ないが死亡率の水準は一定して高い。この推移の状況の

背景と要因が明らかにされなければならないであろう。

　1966年以降の日本において、妊産婦死亡率の減少が以

前よりやや大きい傾向が見られるが、出産年令が戦後急

速に20－34歳に収東していることが原因のひとつに考え

られているω。妊産婦死亡率は、第1子を除くと出産回

数が増えるほど、また母親の年令が高くなるほど高くな

るからである。

　妊産婦死亡の背景に関する報告によると、妊産婦死亡

は高齢初産というよりは高齢多産との関連が強く、また

多産は低所得、夫の失業との関連が深く、農村社会以外

にも多産の要因が見落とせないことが示唆されているの。

　日本母性保護医協会の調査をもとにまとめられた報告

5》によると、妊娠中毒症・常位胎盤早期剥離・子痴・前

置胎盤は、現代の水準では一応減少の限界にまで達して

いる　と考えられている。一方、羊水栓塞・弛緩出血は

割合も高く、また前者が発生した場合適当な対応が取れ

る施設が極めて少ないことが分かっている。妊産婦死亡

を引き起こす事態は極めて稀であるため、その対応につ

いて日頃から習熟しておくことが困難である。妊産婦死

亡の対策が立てにくい事情のひとつがここにある乙

　米国のCDCの行なった調査のは、妊産婦死亡票、出

生票、および死産票をリンクさせた詳しいもので、母体

の病態と児の出生状況（子宮外妊娠、自然・人工流産ま

で含む）のクロス集計の形で妊産婦死亡の原因を示して

おり、たいへん示唆に冨むもの である。肺検塞と出血が

主な死因とされており・我が国の報告とよく似ている。

肺栓塞・出血は生児を得た分娩はもちろんのこと、死産

・流産にも多いことが示されている。

　英国政府の行なった調査7，でも、栓塞が主要な死因と

なっており、死亡率の差はあれ、我が国を含む先進国問

では、死因の構成は類似していることが理解できる。英

国の報告ではこの他、栓窒の初期症状が把握されにくく

手運れになりやすいことが指摘され、産科病棟の救急体

制を整備すること、ハイリスク妊婦が早めに完傭された

施設に紹介されること、緊急に備えて技術を維持するこ

と、緊急時の血液供給が確保されていること、等が確認

されるべきであるとしている。

　フィンランド、イングランド・ウェールズにおいて19

66年から1970年の間に妊産婦死亡率が急激に減少してい

ることについては、当時の資料を検討すること等が今後

の課題になるであろう。死亡率の差はあれ、我が国にお

ける妊産婦死亡に関する問題点と対策はほぼ他の先進諸

国と同質のものであり、同様の努力を推進すべきものと

考える。
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